様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　2月　23日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかいしゃ　おーとばっくすせぶん
             一般事業主の氏名又は名称 株式会社　オートバックスセブン
（ふりがな）ほりい　ゆうご
                            （法人の場合）代表者の氏名  　堀井　勇吾　印
住所　〒135-0061
東京都江東区豊洲五丁目６番５２号
法人番号　3010601030532　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2023


	公表日
	2023年　9月　29日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社HP(統合報告書2023 P6・P8・P11)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/main/01/teaserItems1/0/link/ir_2023j.pdf

	記載内容抜粋
	P6
急速なデジタル化や脱炭素社会の進展などにより、社会、クルマ、人のくらしと共にお客様のニーズも大きく変化しました。私たちは不確実で先が読みにくい経営環境の中でもサステナブルな成長を実現するために、改めて私たちの存在意義を問い直すことにしたのです。
P8
「5ヵ年ローリングプラン2019」を発表して間もなく5年目を迎えます。クルマを取り巻く環境は激しく変化する中、当社は外部環境の変化やお客様のニーズの多様化を捉え、それに応じた施策をスピーディーに検討し実行できるよう、時流に合わせ継続的に5年後の方向性や戦略の見直しを行いながら、毎年その内容を更新しています。
5ヵ年ローリングプランで掲げた「お客様がクルマを利用するシーンに合わせたさまざまなサービスを、ネットワークを通じて提供する」という成長の姿を目指し、これまで培ってきた事業基盤とネットワークを駆使しながら、既存のアセットを活かし、生産性を高めることで事業計画を確実に達成させてまいります。
P11
当社グループの事業を取り巻く外部環境は絶えず変化し、お客様のニーズや価値観は多様化しています。CASE（ケース）という言葉に代表されるように自動運転車の開発や電気自動車の普及など、車業界は100年に1度の変革期を迎えています。そのような状況の中で持続的な成長を果たすためには、変化を捉え素早く対応できる体制の整備が必要であると考えています。
私たちは、業界の垣根を越えた連携により、それぞれのネットワークが持つあらゆる情報をオンラインネットワークへと統合させ、6つのネットワークの確立と連携を推進しています。そして、連携した事業者とのネットワークから生み出される新たな価値を、７つの事業へと寄与させ、さらに発展させるために、5つの事業基盤の構築も進めています。このネットワークと事業基盤を通じた情報・事業者・人材・設備などの有機的連携をDXにより発展させ、カー用品販売の枠を越えたライフスタイルや利用シーンに応じた提案を生み出し、これまでにない新たな商品・サービスの提供を実現していきます。
　このように私たちは、「安全・安心」「体験・発見」「自己表現」などのお客様に提供する価値を持続的に創造し、お客様がクルマを利用するシーンに合わせたさまざまなサービスを、ネットワークを通して提供していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成した統合報告書にて開示



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2023
統合報告書 2022
2024年3月期 第２四半期 決算説明資料

	公表日
	2023年　9月 29日
2022年　11月15日
2023年　11月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社HP(統合報告書2023 P7)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/main/01/teaserItems1/0/link/ir_2023j.pdf
弊社HP(統合報告書2022 P18)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/backnumber/main/06/teaserItems1/0/linkList/0/link/IR_2022.pdf
弊社HP(2024年3月期第２四半期決算説明資料 P21・P25～P27)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/analystmeeting/main/04/teaserItems1/0/linkList/01/link/2Qpresentation_20231101.pdf

	記載内容抜粋
	2022年　統合報告書 P18
サービスピットネットワーク ▶ ECサイト「オートバックスドットコム」を起点とし、取り付け事業者と連携する方法に加え、他のサイトやチャネルで購入された商品やサービスの取り付けや提供も行う
次世代整備ネットワーク ▶ 整備事業者と当社が保有する次世代自動車の整備情報や顧客情報の集約を図るとともに、設備、オペレーションのノウハウを相互に連携することにより、お客様にとって最適な整備とサービスを提供する
オンラインネットワーク［情報基盤構築における戦略］▶ 各ネットワークから得られるあらゆる顧客接点を情報化し活用することで、カー用品販売の枠を越えたライフスタイルや利用シーンに応じたお客様とのリレーションを高め、各事業に直接的に貢献する
IT 基盤構築における戦略 ▶ ビジネスモデルの変革や環境変化に迅速に対応できるITとDXの実現により、業務改革・労働生産性向上を図るとともに、顧客起点の価値を創造し競争優位性を確立する
物流基盤構築における戦略 ▶ 外部連携を含めたDXによる物流改革を進め、国内オートバックス事業等の物流効率化やEC等の小口配送に対応する物流構築を図り、さまざまな物流課題を解決するとともに将来に向けた取り組みを推進する
2024年3月期 第２四半期 決算説明資料 P21・P25～P27
重点的な取り組み・上期の振り返り
２．持続的成長に向けた取り組みの強化
①ネットとリアルの融合による「小売業としての進化」
お客様のシームレスな購買体験の実現
・店舗受取の強化
ECで商品と取付作業とのセット販売により、店舗受取を強化しお客様へ商品・サービスをスピーディに提供
・ラストワンマイル対策（試験的に導入中）
ECで購入した商品が近隣店舗にあれば、店舗から直接発送することによりお客様の手元に商品をより早くお届け
・アプリでの当日作業予約を拡充
ネット予約対応店舗数 2023年９月末時点２００店舗(昨年９月から１５６店舗増)上期オイル売上高 前年比 ＋11.3％
②ユニークデータの利活用によるDX「小売業からの進化」
お客様の最適なモビリティライフの提案
・会員制度リニューアル
お客様のトータルカーライフをアプリ一元管理によりサポート
web予約画面刷新
・カーライフ総合情報サイト「MOBILA」機能追加
MOBILA利用者100万人突破
新ジャンル「モータースポーツ」を追加
MAPサービスで渋滞情報の発信を開始
2023年9月にアプリ版をリリース
③クルマの安全・安心への対応
法人向けソリューションビジネスの拡充
法人向けクラウド型社用車管理システム『FLEETGUIDE』サービス開始
・運転日報や運転管理、車検満了日などを一括管理
・車両メンテナンス記録や消耗品などの次回交換時期のリマインド設定可能
・クラウド型携帯アルコールチェッカー「ALCクラウド」との連携可能
統合報告書2023 P7
持続的成長に向けた取り組みの強化については、ネットとリアルを融合した「小売業としての進化」とDXの取り組みの一つであるユニークデータを利活用した「小売業からの進化」に注力しました。「小売業としての進化」ではオンラインとオフラインの融合を加速し、ECで購入した商品が店舗にあれば、店舗ですぐに受け取れる店舗在庫引当（BOPIS）や、同じく店舗に在庫があれば、店舗からすぐに配送するラストワンマイル対策を実施いたしました。これらの取り組みは物流の効率化はもとより、環境への配慮にも寄与すると考えています。
「小売業からの進化」は、「デジタルエコシステムによる“CDE”の実現」をビジョンとして掲げ、その第一歩のDX戦略として、システム開発や、企画・運用・保守などを事業とする株式会社オートバックスデジタルイニシアチブを子会社化しました。今後は、IT基盤構築に関わる領域を強化し、デジタル人材の育成にも力をいれていきたいと考えています。
ユニークデータの利活用についてはカーライフ総合情報サイト「MOBILA（モビラ）」をオープンし、オートバックスを利用する人にもしない人にも「クルマで出かける楽しさ」のきっかけを提供できるようなモビリティ情報のプラットフォーマーを目指していきたいと考えています。
また、物流の効率化による値入改善に向けた取り組みも継続中で、効率化によるコストダウンを図り、値入改善から、店舗収益が拡大し、新規出店するための投資を生み出し、それにより売上利益が拡大する、そして価格交渉力が向上するという、好循環サイクルの実現を目指しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成した統合報告書にて開示



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社HP(統合報告書2023 P17・P20・P39)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/main/01/teaserItems1/0/link/ir_2023j.pdf

	記載内容抜粋
	P17 DX人材の育成
長期ビジョンに掲げる「出かける楽しさを提案し続ける会社」への進化、そして「小売業としての進化」「小売業からの進化」を実現するためには、「お客様に満足を提供できる人材」、「デジタルリテラシーの高い人材」を今後増やしていく必要があります。そのような人材となるための能力を再開発する施策の一環として、2023年6月より、全社員を対象としてIT・DXのリスキリングプログラムの提供を開始しました。
将来的な高度IT人材を育成し、デジタル技術や顧客データを用いて新たな価値を創造できる集団を目指します。加えて、自社に不足する高度な専門性を有するIT人材については外部採用も実施し、DXを通じたお客様の購買体験の高度化を実現するとともに、オートバックスならではの価値を提供していきます。

P20 DX戦略子会社の設立
DX戦略における取り組みを強化すべく、2023年4月、国内、海外のオートバックスグループを支えるシステムの構築・保守・運用と先進的な技術によりグループおよび自動車産業のDXを推進する会社「株式会社オートバックスデジタルイニシアチブ」を子会社化しました。
オートバックスセブングループのDX戦略子会社として、サービスの提供をするとともに、グループのデジタル人材の育成を進め、デジタルリテラシーの向上の強化にも取り組んでいきます。

P39　マテリアリティを達成するための非財務目標とKPI
データ分析人材の育成 2030年度目標320名



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社HP(統合報告書2023 P20)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/main/01/teaserItems1/0/link/ir_2023j.pdf

	記載内容抜粋
	P20 メッセージ DXの推進に向けて
オートバックスセブンの既存事業のみならず、       ビジネスモデルの変革や環境変化に迅速に対応できるIT基盤を構築し、デジタルトランスフォーメーションにより、業務改革および労働生産性の向上を図るとともに、顧客起点からの価値を創造し、市場における競争優位性を確立していきたいと考えています。
オートバックスセブンのIT投資は保守・運⽤のラン・ザ・ビジネスがほとんどでしたが、バリューアップへの投資を現在の28％から、40％まで引き上げていきたいと考えています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023
2023年3月期 第1四半期決算説明資料

	公表日
	2023年　9月　29日
2022年　7月　29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社HP(統合報告書2023 P39)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/integrated_report/main/01/teaserItems1/0/link/ir_2023j.pdf
弊社HP(2023年3月期 第1四半期決算説明資料 P19)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/results/main/0111/teaserItems2/05/linkList/01/link/202303_1Q_Presentation.pdf

	記載内容抜粋
	統合報告書2023
P39 マテリアリティを達成するための非財務目標とKPI
価値創造に向けたデータ基盤整備と活用
データ活用プロジェクトの推進 データ活用
2030年度目標：データの連携・活用
※データ活用プロジェクトの推進 データ活用の関連情報はP20に記載しております。

P20 カーライフ総合情報サイト「MOBILA（モビラ）」
2023年4月にローンチした「MOBILA（モビラ）」はクルマに関わるさまざまな 企業と連携し、カーライフに必要な情報サービス・コンテンツをサイト内に集約したカーライフ総合情報サイトです。
メンテナンス履歴の記録ができるマイカー管理、おでかけ情報から宿泊予約までできるドライブ・旅行情報、駐車場やガソリン価格がわかるMAPサービス、アウトドア情報、カーライフSNSなど、これ一つあれば、クルマに関連する情報が得られるサイトです。
当社はこのサイトを通じ、アッパーファネルのカーユーザーとつながることを 目指しています。また、既につながりのあるオートバックス会員にとっては、会員 情報を取り込むことで、一人ひとりに最適な情報をお知らせすることが可能になります。
潜在顧客層へのリーチだけでなく、既存のオートバックス会員向けの特典やサービスも展開することで、LTV（Life Time Value）を向上し、顧客満足度向上にも 寄与する狙いです。「MOBILA」は2023年9月にアプリ化を実現し、初年度（2023年度）の会員数目標は50万⼈、 2026年度には200万⼈を⽬指しています。

2023年3月期 第1四半期決算説明資料
P19 AIを活用した物流DXによる物流改革
2026年度までに現在の約20%の在庫を削減



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　11月　1日


	発信方法
	2024年3月期 第２四半期 決算説明資料(26スライド目)
https://www.autobacs.co.jp/ja/ir/library/results/main/0111/teaserItems2/0/linkList/02/link/2Qpresentation_20231101.pdf

2024年3月期 第2四半期 決算説明動画(16:50～)
https://www.irwebmeeting.com/autobacs/vod/20231101/d3g2a4it/202403_2q_01_ja/01/index.html

	発信内容
	当社Webサイトにて資料を公表すると共に決算説明会を行い情報発信しています。決算説明会での説明は代表取締役社長 堀井より行っています。

2024年3月期 第２四半期 決算説明資料(26スライド目)
２．持続的成長に向けた取り組みの強化
②ユニークデータの利活用による「小売業からの進化」
・カーライフ総合情報サイト「MOBILA」機能追加
MOBILA利用者100万人突破
新ジャンル「モータースポーツ」を追加
MAPサービスで渋滞情報の発信を開始
2023年9月にアプリ版をリリース

2024年3月期 上期の取り組み 代表取締役社長 堀井　勇吾(16:50～)
上記2024年3月期 第２四半期 決算説明資料内、カーライフ総合情報サイト「MOBILA」機能追加について



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年7月頃～2023年11月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析の実施
DX推進指標による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトへ登録済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2008年　4月頃　～　継続実施中
（当社の「情報セキュリティ規程の制定日を始期として記載）

	実施内容
	（具体的な対策例）
１）第３者による不正なアクセスを防止するため、情報セキュリティ部門で不正アクセスを随時チェックしている。
２）定期的なパスワード変更
同様に、データベースへのアクセスアカウントについて定期的にパスワードの変更を実施している。
３）アクセスログの取得
OSにてアクセスログが取得されており、事件・事故・その兆候が顕在化した場合アクセスログを基に追跡が実施可能である。
４）従業員への教育
全従業員に対して、情報セキュリティ対する意識を高めることを目的としたe-Learning教育を実施している。また、標的型攻撃メール訓練を同様の主旨で実施している。

・情報セキュリティ管理に基づき、年次で情報セキュリティに関する内部監査を実施している。

・プライバシーポリシーの策定
https://www.autobacs.co.jp/ja/privacy.html
個人情報の適正な取り扱いを確保するためにプライバシーポリシーを策定している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

